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1―はじめに
　今年に入り、公的医療費の患者負担を

抑える「高額療養費」の見直し問題に注目

が集まっています。政府は2025年度当初

予算の編成に際して、現在は原則8万円超

となっている高額療養費の限度額を段階

的に引き上げる方針を決めました。

　しかし、患者団体から反発が相次ぎ、3
回も方針が変更された挙句、事実上の撤

回に追い込まれました。

　こうした混乱について、筆者は雑な政策

形成過程が原因と見ています。そこで、今

回は高額療養費の見直し過程に関する問

題点を探ります。見出しで用いている「L」

「R」とは正統性（legitimacy）と「正当性」

（Rightness）の頭文字であり、この2つで

議論を整理します。

2―高額療養費の見直し論議
　まず、見直し論議を振り返ります。高額

療養費は月額の窓口負担を抑える仕組み。

年齢や収入で上限は違いますが、70歳未

満は原則、約8万円です。政府は2025年度

当初予算の編成で、所得区分を細分化しつ

つ、同年8月から限度額を3段階で引き上

げることを決めました。

　これに対し、がんなどの患者団体が猛反

発しました。特に、直近12カ月の間に3回

以上対象になった場合、4回目以降の負担

を抑える「多数回該当」に関連し、がんの再

発を防ぐ高額な薬などを繰り返し使う長

期療養の患者にとって、打撃になる点が問

題視されました。

　さらに、国会内でも与野党を問わず、反

対意見が強まり、政府の方針は二転三転。

一度は2025年8月の引き上げだけに止め、

その後は凍結することで、予算が衆院を通

過しました。

　ただ、参院でも反発が収まらず、政府は

事実上の撤回に追い込まれました。2024

年10月の総選挙で与党が衆院で過半数を

失った点や、夏に都議選と参院選を控えて

いる点が考慮された形です。

3―高額療養費見直しの過程
　次に、検討過程を振り返ると、2024年11

月の厚生労働省の審議会で議論が浮上し、

翌月に閣議決定された2025年度当初予

算で最初の見直し案が決まりました。

　この過程での資料を見ると、医療の高度

化などで高額療養費の総額が増えている

として、保険料負担を抑える必要性などが

指摘されています。

　ただ、実際には「少子化対策の財源確保」

というホンネも隠されています。岸田文雄

内閣で「次元の異なる少子化対策」が決

まった際、約3.6兆円に及ぶ歳出の費用に

ついては、主に歳出削減で賄う考えが示さ

れました。

　さらに、歳出抑制の方向性を定めるた

め、政府は2023年12月に「全世代型社会

保障構築を目指す改革の道筋（改革工程）」

（以下、改革工程）を作りました。ここに高額

療養費の見直しが盛り込まれていました。

4―「L」「R」で考えると…
　こうした過程を政策形成の分析で使わ

れる「L」と「R」で再検討すると、問題点が浮

き彫りになります。前者は「正しい」手続き

で政策が決まったか、を意味する「正統性」

であり、「首相の意向」「閣議決定」などを指

します。一方、「R」の「正当性」は「正しい政

策」であり、「なぜ必要か?」という専門性や

合理性に基づく議論です。ここで注意を要

するのは、「R」の正しさが多様な点です。例

えば、今回では、保険料負担を抑制したい

という考え方は間違いと言い切れないし、

多数回該当の患者の悲痛な声も正しさを

有しています。

　つまり、「R」の「正しさ」は1つではなく、審

議会などの機会で議論を重ね、できるだけ

多くの人が納得できる合意形成プロセス

が欠かせないことになります。

　ただ、今回の議論は著しく「L」に傾斜し

ました。その証左として、見直しが浮上した

2024年11月の審議会資料では、「改革工

程」という「L」が見直し理由の最初に掲げ

られていました。

　改革工程も、検討過程は雑であり、与党

や関係団体との調整が実施されていませ

ん。つまり、「首相の意向」という「L」だけで

作られました。その結果、いずれの段階で

も「R」を紡ぐ努力は講じられておらず、「L」

が優先され、粗っぽい議論が続きました。

これが混乱の真の原因と考えています。

5―おわりに
　今回のように議論が「L」に偏重すると、

患者の声のような少数の「R」が軽視されま

す。政府は今年の秋までに改めて高額療養

費問題を再検討するとし、少子化対策の財

源確保のため、今回のように「R」を無視し

た議論を続ければ、同様の展開になると懸

念しています。
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